第７期障がい福祉計画　ＰＤＣＡサイクル管理用シート（大阪府）
	基本指針の目標
	相談支援体制の充実・機能強化等



	計画（Ｐ）→実施（Ｄ）
	目標
	· 【令和８年度末までの目標】
・令和８年度末までに全市町村に基幹相談支援センターを設置するとともに、基幹相談支援センターが関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担い、地域の相談支援体制の充実・強化を図る体制を確保する。
・令和8年度末までにすべての市町村の協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取組がなされ、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保する。

【目標設定に向けた考え方等】
・7市町で基幹相談支援センターが未設置となっているため、目標の達成に向けて、未設置市町に働きかけるとともに、府全体の相談支援体制の強化が図られるよう、市町村を支援する。
（R6.4 時点の未設置市町）
羽曳野市、藤井寺市、泉大津市、泉南市、忠岡町、熊取町、岬町
・全ての市町村で、地域自立支援協議会は設置済み（共同設置含む）。
・協議会内の個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等の取組みを行う体制については、令和6年度時点で６市町が未設置。上記の目標達成に向けて、未設置の市町村に働きかけるとともに、相談支援体制の強化が図られるよう引き続き支援を行う。
（未設置市町：箕面市、寝屋川市、交野市、八尾市、泉大津市、忠岡町）



【実績の推移】
	実績
	令和６年度
	令和７年度
	令和８年度

	基幹相談支援センターの設置
	39市町村
	－
	－

	地域の相談支援体制の充実・強化を図る体制の確保
	39市町村
	
	

	個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取組を行うために必要な協議会の体制の確保
	37市町村
	－
	－




	評価（Ｃ）
	改善（Ａ）

	【目標等を踏まえた評価（令和６年度）】
・未設置の市町村には、ヒアリングやアドバイザー派遣により、基幹相談支援センター設置に向けた助言を積極的に行った。
・その結果もあり、藤井寺市、羽曳野市、泉大津市が令和６年度に設置。泉南市が令和７年度当初に設置。
・残り３町についても、国が示す令和８年度末までに設置できるよう、アドバイザー派遣等により助言を継続している。
・また、設置済の基幹相談支援センターに対して、アンケート調査を行い、実態の把握に努めている。

【課題】
・未設置の自治体においては、基幹C業務を担うことができる人材が不足している。
・基幹C委託先の選定が難航している。
・基幹相談支援センター、委託相談支援事業所、指定特定相談支援事業所の3者の役割整理ができていない市町村がある。

・職員の異動等により、協議会の役割や目的を理解しないまま協議会を運営するなど、協議会運営が形骸化している市町村が多い。
・事例検討を通じた個別事例、地域課題の抽出が地域の障がい者等の相談支援体制の整備へとつながるということを引き続き情報交換会等で発信し、部会等検討体制の整備を促す。



【評価できる点】
・大阪府は、令和７年度当初時点で基幹Cの設置率が93％と全国と比較しても非常に高く、令和８年度中に全市町村で基幹Cの設置が完了する見通しが立ったことは評価できる。

・市町村を対象とした情報交換会を実施し、「地域自立支援協議会の役割と機能について」をテーマに講義を行い、好事例の情報提供や意見交換等を行った。
・参加市町村には、地域づくりにおいて、「個別課題」から「地域課題」を抽出した取り組みが重要であることを再確認いただいた。
	【令和７年度における取組等】
・基幹相談支援センター未設置市町へ障がい者相談支援アドバイザーを派遣し、設置に向けた助言等を行う。
・合わせて、基幹相談支援センター設置済の市町村へも、運営に課題が生じている場合は、アドバイザー派遣を通じて助言等を行う。

・前年度末に市町村にアンケートを実施し、回答内容から協議会運営に課題を感じている市町村を選定し、今年度は３市に対してヒアリングを実施した。聞き取り内容から、必要に応じてアドバイザー派遣の提案を行った。
・令和7年度も市町村を対象とした情報交換会を実施し、協議会の目的や役割の説明と併せて「地域課題の抽出と解決方法」をテーマに講義を行い、好事例の情報提供や意見交換等を行った。
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